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証券コード　5852
平成26年６月３日

株 主 各 位
(本店・本社所在地)
愛知県豊橋市三弥町中原１番２号
(東京本社所在地)
東京都中野区本町二丁目46番１号

取締役社長 高 橋 　 新

第93回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第93回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますの
で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用紙
に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月18日（水曜日）午後５時45分まで
に到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月19日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都中野区中野四丁目１番１号

株式会社中野サンプラザ　13階コスモルーム
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第93期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業報告の内容、連

結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

２．第93期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計算書類の内容報告
の件

決 議 事 項
第１号議案　取締役５名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
第３号議案　取締役及び監査役に対する株式報酬型ストックオプションの内容改定の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう
お願い申しあげます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ

ンターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.ahresty.co.jp）に掲載させていただ
きます。

－ 1 －

株主各位
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（報告事項に関する添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、経済政策、金融政策の効果等を背景に個人消費が持

ち直すとともに、一部に消費税率引き上げに伴う駆け込み需要もみられ、生産も増加し企業業

績は大企業を中心に改善がみられる等、景気は回復基調で推移しました。

海外においては、アメリカの景気は緩やかな回復傾向にあり、先行きは金融緩和の縮小によ

る影響等に留意する必要はあるものの、緩やかな回復が続くことが期待されます。中国では景

気は緩やかに拡大しており、先行きは輸出や金融市場の動向等によって景気の下振れリスクが

懸念されるものの、緩やかな拡大傾向が続くと見込まれます。インドでは景気は底ばい状態と

なっており、先行きは低めの成長にとどまることが見込まれます。

このような環境の中で、当社グループではグローバルでのダイカスト需要増に対応するた

め、北米及びアジアの生産能力拡充を進めました。

当連結会計年度の業績については、売上高は126,783百万円（前期比19.7％増）、営業利益

は4,449百万円（前期比346.1％増）、経常利益は4,012百万円（前期比464.0％増）、旧浜松工

場の跡地の売却による特別利益を計上したこと等により、当期純利益は6,272百万円（前期は

当期純損失167百万円）となりました。
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当連結会計年度の事業別の売上高内訳は下記に示したとおりであります。

事業別売上高

事 業 区 別 売 上 高 売 上 構 成 比 率

ダイカスト事業 日 本 62,228百万円 49.1％

ダイカスト事業 北 米 33,906 26.7

ダイカスト事業 ア ジ ア 24,143 19.0

ア ル ミ ニ ウ ム 事 業 4,657 3.7

完 成 品 事 業 1,848 1.5

ダイカスト事業　日本

国内では、主要顧客である自動車メーカーにおいて、上期ではエコカー補助金の終了等に

よる生産の減少があったものの、通期で見ると、消費増税前の駆け込み需要対応、また、好

調な北米市場向け生産、日中関係の動向を受けて落ち込んだ中国市場向けの生産回復もあり、

当社でもこれらの影響を受け、売上高は62,228百万円（前期比2.6％増）となりました。収益

面においては、減価償却方法の変更及び生産性改善等によりセグメントの利益は3,656百万円

（前期比507.9％増）となりました。

ダイカスト事業　北米

北米では、アメリカでの好調な自動車販売の影響を受けた受注の増加や円安による為替換

算影響等により、売上高は33,906百万円（前期比48.1％増）となりました。収益面において

は、設備投資による固定費の増加影響等により、セグメントの利益は509百万円（前期比31.7％

減）となりました。

ダイカスト事業　アジア

中国では、主要顧客である日系自動車メーカーにおいて、日中関係の動向を受けて減少し

た自動車生産が回復しつつあることにより、当社においても受注が増加しました。また、イ

ンドでは、新規製品の量産本格化により受注が増加しました。これらの要因に加え円安によ

る為替換算影響により、アジアでの売上高は24,143百万円（前期比44.3％増）となりました。

収益面においては、中国でのロイヤルティ料率変更の影響やインド及び中国での先行投資に

よる固定費の増加影響等があったものの、主に売上高の増加に伴う増益により、セグメント

の利益は180百万円（前期はセグメントの損失521百万円）となりました。
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アルミニウム事業

アルミニウム事業においては、販売価格の上昇及び受注量が堅調に推移したことにより、

売上高は4,657百万円（前期比21.3％増）となりました。収益面においては、原材料高騰に販

売価格が追従し切れないことに加えて重油・電気・ガス等エネルギー費高騰もあって、セグ

メントの損失は６百万円（前期はセグメントの利益50百万円）となりました。

完成品事業

完成品事業においては、主要販売先である半導体関連企業や通信会社のデータセンター向

け物件等の受注により、売上高は1,848百万円（前期比3.1％増）となりました。収益面にお

いては、価格競争の激化によりセグメントの利益は66百万円（前期比14.7％減）となりまし

た。

② 設備投資の状況

当連結会計年度に実施した設備投資（金型を除く）の総額は10,518百万円であります。

ダイカスト事業における設備投資の総額は10,492百万円であり、その主なものは生産設備で

あります。

イ．当連結会計年度中に完成した主要設備

ダイカスト事業 北米 アーレスティウイルミントンCORP. 生産設備の増設

ダイカスト事業 北米 アーレスティメヒカーナS.A. de C.V. 生産設備の増設

ダイカスト事業 アジア 広州阿雷斯提汽車配件有限公司 生産設備の増設

ダイカスト事業 アジア 合肥阿雷斯提汽車配件有限公司 生産設備の増設

ロ．当連結会計年度中に実施した重要な固定資産の売却、撤去、滅失

ダイカスト事業日本、当社東海工場浜松の売却。

（注）平成24年３月30日に東海工場浜松の建物及び土地の不動産売買契約を締結し、

　　　平成25年８月29日に売却しております。

③ 資金調達の状況

当連結会計年度中の設備投資等に対する資金調達は、主として主要金融機関からの借入金と

自己資金によって行いました。

また、当社は平成26年３月６日を払込期日とする公募増資及び平成26年３月26日を払込期日

とする第三者割当増資により、3,643百万円の資金調達を行いました。調達した資金は、海外

でのダイカスト需要増に対応するための海外拠点の生産能力増強及び生産効率向上を目的と

した設備投資に充当し、残額を借入金の返済に充当する予定であります。

－ 4 －
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第90期

(平成22年度)
第91期

(平成23年度)
第92期

(平成24年度)

第93期
(当連結会計年度)
(平成25年度)

売 上 高 (百万円) 99,022 103,800 105,887 126,783

経 常 利 益 (百万円) 3,557 888 711 4,012

当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) 1,481 1,420 △167 6,272

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

(円) 68.80 65.87 △7.76 287.10

総 資 産 (百万円) 93,799 105,208 110,752 137,233

純 資 産 (百万円) 34,407 35,414 39,335 54,592

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 1,593.63 1,639.10 1,820.70 2,110.89

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）は期中平均発行済株式の総数により、ま
た、１株当たり純資産額は期末発行済株式の総数により算出しております。なお、発行済株式の総数につい
ては自己株式を除いております。

(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ 栃 木 300百万円 100.0％ アルミダイカスト製造業

ア ー レ ス テ ィ ウ イ ル ミ ン ト ン C O R P . 33,600千米ﾄﾞﾙ 100.0 アルミダイカスト製造業

広 州 阿 雷 斯 提 汽 車 配 件 有 限 公 司 543,326千中国元 100.0 アルミダイカスト製造業

アーレスティメヒカーナS.A. de C.V. 1,099百万ﾍﾟｿ 100.0 アルミダイカスト製造業

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ プ リ テ ッ ク 100百万円 100.0 軽金属加工業

合 肥 阿 雷 斯 提 汽 車 配 件 有 限 公 司 372,264千中国元 100.0 アルミダイカスト製造業

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ 山 形 151百万円 100.0 アルミダイカスト製造業

株式会社アーレスティダイモールド浜松 266百万円 100.0 精密金型製造業

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ 熊 本 150百万円 100.0 アルミダイカスト製造業

アーレスティインディアプライベートリミテッド 4,000,000千ルピー 100.0 アルミダイカスト製造業

　(注)１．合肥阿雷斯提汽車配件有限公司は、重要性の増加により重要な子会社に該当することになりました。
　　　２．前連結会計年度において重要な子会社としていた株式会社アーレスティテクノサービスは、重要性の減
　　　　　少により重要な子会社に該当しないこととなりました。
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(4) 対処すべき課題

当社の主要事業であるダイカスト事業においては、中長期的には新興国を中心とした自動車需要の増

加、先進国における需要回復、軽量化によるアルミダイカスト採用増によりグローバルでのダイカスト

需要は拡大していくものと見込まれます。一方、国内においては、少子高齢化等に伴う国内自動車販売

の減少、為替リスク回避等に伴う海外自動車生産の増加等により、国内ダイカスト需要は縮小するもの

と予想されます。アルミニウム事業においてもその主な需要先がダイカスト事業と同一業界であること

から同様に推移するものと見込まれます。完成品事業においては、国内での大幅な需要増は期待できな

いものの、海外における需要増が見込まれます。

このような環境下において、当社グループの長期的な経営の方向性を示した「10年ビジョン」をベー

スとしつつ、グローバル需要拡大に対応すべく中国・北米を中心とした海外ダイカスト事業の拡大、国

内需要の縮小を見据えた効率的な生産体制の確立を進めると共に、ものづくりに焦点を当てた方針を

「1315 ３ヵ年アーレスティ方針」として掲げ、次の４つを柱として、全従業員が積極的に活動し計画達

成を目指して全力で取り組んでおります。

①　最善なものづくりの追求と共有

主な施策：現場と設計が一体となったものづくりの再構築、全拠点で同一の品質・生産性の実現

②　ものづくりの現場で活かす技術開発

主な施策：ものづくりを究めるための技術ロードマップに基づく施策、パワートレイン以外の市場

の開拓

③　ものづくりを支える人づくり

主な施策：実践に裏づけされたスキルを持つ人づくり、３現・２原に基づいた活動ができる技術者

の育成

④　健全な利益追求

主な施策：収益力向上による持続的な企業成長と成長市場への展開、業務の効率化、投資効率の高

い加工設備構想の実現、工程別・課別コストの見える化による収益管理レベルの向上

(5) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

ダ イ カ ス ト 事 業
アルミニウム合金を主材料とするダイカスト製品、金型の製造・販売をし
ております。ダイカスト製品は、自動車部品、汎用エンジン部品、産業用
機械部品等であります。

ア ル ミ ニ ウ ム 事 業 アルミニウムの合金地金の製造・販売をしております。

完 成 品 事 業 建築用床材料等の製造・販売をしております。

－ 6 －
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(6) 主要な営業所及び工場（平成26年３月31日現在）

① 当社の主要な事業所

本 社 愛知県豊橋市

工 場
東松山工場（埼玉県比企郡滑川町）
熊谷工場（埼玉県熊谷市）
東海工場（愛知県豊橋市）

テ ク ニ カ ル セ ン タ ー 愛知県豊橋市

営 業 所

東京本社　（東京都中野区）
栃木営業所（栃木県下都賀郡壬生町）
関東営業所（東京都中野区）
厚木営業所（神奈川県厚木市）
東海営業所（愛知県豊橋市）
名古屋営業所（愛知県安城市）
関西営業所（大阪府吹田市）
大阪営業所（大阪府吹田市）
熊本営業所（熊本県宇城市）

（注）１．本社(本店)は平成25年10月１日をもって愛知県豊橋市に移転しております。
　　　２．旧本社は平成25年10月１日をもって東京本社に呼称変更し、平成26年２月17日に中野区中央から同区本

町に移転しております。

 　② 主要な子会社の事業所

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ 栃 木 栃木県下都賀郡壬生町

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ 熊 本 熊本県宇城市

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ 山 形 山形県西置賜郡白鷹町

ア ー レ ス テ ィ ウ イ ル ミ ン ト ン C O R P . 米国オハイオ州

ア ー レ ス テ ィ メ ヒ カ ー ナ S . A .  d e  C . V . メキシコ合衆国サカテカス州

広 州 阿 雷 斯 提 汽 車 配 件 有 限 公 司 中華人民共和国広東省

合 肥 阿 雷 斯 提 汽 車 配 件 有 限 公 司 中華人民共和国安徽省

アーレスティインディアプライベートリミテッド インド共和国ハリヤナ州

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ プ リ テ ッ ク 静岡県浜松市中区

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ ダ イ モ ー ル ド 浜 松 静岡県浜松市西区

－ 7 －
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(7) 使用人の状況（平成26年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事業部門 使用人数 前連結会計年度末比増減

ダイカスト事業　日本 2,082名（363名） 31名減（152名増）

ダイカスト事業　北米 2,202名 （88名） 321名増 （21名増）

ダイカスト事業　アジア 2,594名（228名） 342名増 （57名増）

アルミニウム事業 53名  （6名） －         （－）

完成品事業 31名  （1名） 2名増  （1名増）

全社（共通） 82名  （4名） 4名増  （1名増）

合計 7,044名（690名） 638名増（232名増）

（注）１．使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。
２．使用人数が当連結会計年度において638名増加しておりますが、主としてアーレスティメヒカーナS.A. 

de C.V.、合肥阿雷斯提汽車配件有限公司、アーレスティウイルミントンCORP.及び広州阿雷斯提汽車配
件有限公司におけるダイカスト事業の拡大に伴う人員の増加によるものであります。

② 当社の使用人の状況

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤務年数

891名（93名） 10名減（47名増） 40.6歳 13.9年

（注）使用人数には、当社から社外への出向者（147名）を除き、社外から当社への出向者（24名）を含めておりま
す。なお、使用人数は就業員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 23,379百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 12,800

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,067

株 式 会 社 静 岡 銀 行 917

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 805

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

・当社は、平成25年10月１日付をもって、本社を愛知県豊橋市三弥町中原１番２号に移転いたしました。

・当社株式は、平成26年３月７日付で、東京証券取引所市場第二部から同市場第一部銘柄に指定されました。

－ 8 －
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２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 60,000,000株

② 発行済株式の総数 26,027,720株（うち自己株式203,106株）

　　　(注)新株式を、公募増資により3,750,000株、第三者割当増資により499,500株発行したため、

発行済株式の総数は4,249,500株増加しております。

③ 株主数 5,502名

④ 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （ 千 株 ） 持 株 比 率 （ ％ ）

日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス
信 託 銀 行 ㈱ （ 信 託 口 ）

1,385 5.3

高 橋 　 新 915 3.5

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 765 2.9

本 田 技 研 工 業 ㈱ 672 2.6

日 本 軽 金 属 ㈱ 657 2.5

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING CORPORATION
LTD － HONG KONG PRIVATE BANKING DIVISION -
C L I E N T  A C C O U N T

647 2.5

M S C O  C U S T O M E R  S E C U R I T I E S 618 2.3

ザ バ ン ク オ ブ ニ ュ ー ヨ ー ク
ジ ャ ス デ ィ ッ ク ノ ン ト リ ー テ ィ ー
ア カ ウ ン ト

591 2.2

ア ー レ ス テ ィ 取 引 先 持 株 会 574 2.2

ス ズ キ ㈱ 565 2.1

計 7,394 28.6

（注）１．株式数は千株未満を切り捨てて表示してあります。

２．持株比率は自己株式（203,106株）を控除して計算しております。

また、小数点第１位未満を切り捨てて表示してあります。

－ 9 －

株式の状況



2014/06/09 18:02:57 / 13979303_株式会社アーレスティ_招集通知

(2) 新株予約権等の状況

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況
（平成26年3月31日現在）

発 行 決 議 日 平成18年11月15日 平成19年７月26日 平成20年７月25日 平成21年７月24日

新 株 予 約 権 の 数 42個 61個 152個 149個

新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式 4,200株

（新株予約権１個につき100株）

普通株式 6,100株

（新株予約権１個につき100株）

普通株式 15,200株

（新株予約権１個につき100株）

普通株式 14,900株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 無償 無償 無償 無償

新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

権 利 行 使 期 間
平成18年12月１日から
平成48年11月30日まで

平成19年８月11日から
平成49年８月10日まで

平成20年８月19日から
平成50年８月18日まで

平成21年８月18日から
平成51年８月17日まで

行 使 の 条 件 注１ 注２ 注３ 注４

役

員

の

保

有

状

況

取締役

（社外取締役を除く）

新株予約権の数 35個 新株予約権の数 51個 新株予約権の数 109個 新株予約権の数 98個

目的となる株式数 3,500株 目的となる株式数 5,100株 目的となる株式数 10,900株 目的となる株式数 9,800株

保有者数 １名 保有者数 １名 保有者数 １名 保有者数 １名

監査役

（社外監査役を除く）

新株予約権の数 ７個 新株予約権の数 10個 新株予約権の数 43個 新株予約権の数 51個

目的となる株式数 700株 目的となる株式数 1,000株 目的となる株式数 4,300株 目的となる株式数 5,100株

保有者数 １名 保有者数 １名 保有者数 ２名 保有者数 ２名

発 行 決 議 日 平成22年７月12日 平成23年７月20日 平成24年７月24日 平成25年７月22日

新 株 予 約 権 の 数 156個 220個 220個 240個

新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式 15,600株

（新株予約権１個につき100株）

普通株式 22,000株

（新株予約権１個につき100株）

普通株式 22,000株

（新株予約権１個につき100株）

普通株式 24,000株

（新株予約権１個につき100株）

新株予約権の払込金額 無償 無償 無償 無償

新株予約権の行使に際して

出資される財産の価額

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

新株予約権１個あたり100円

（１株あたり１円）

権 利 行 使 期 間
平成22年７月29日から
平成52年７月28日まで

平成23年８月９日から
平成53年８月８日まで

平成24年８月９日から
平成54年８月８日まで

平成25年８月10日から
平成55年８月９日まで

行 使 の 条 件 注５ 注６ 注７ 注8

役

員

の

保

有

状

況

取締役

（社外取締役を除く）

新株予約権の数 108個 新株予約権の数 163個 新株予約権の数 163個 新株予約権の数 200個

目的となる株式数 10,800株 目的となる株式数 16,300株 目的となる株式数 16,300株 目的となる株式数 20,000株

保有者数 ２名 保有者数 ３名 保有者数 ３名 保有者数 ４名

監査役

（社外監査役を除く）

新株予約権の数 48個 新株予約権の数 57個 新株予約権の数 57個 新株予約権の数 40個

目的となる株式数 4,800株 目的となる株式数 5,700株 目的となる株式数 5,700株 目的となる株式数 4,000株

保有者数 ２名 保有者数 ２名 保有者数 ２名 保有者数 ２名

－ 10 －
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注１：(1) 新株予約権者は、平成18年12月１日から平成48年11月30日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成47年11月30日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成47年12月１日から平成48年11月30日まで

② 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承

認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会決議がなされた

場合）

当該承認日の翌日から15日間

(3) 新株予約権者は、新株予約権の全部を一括して行使しなければならない。

(4) 新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとする。

(5) その他の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」

の定めるところによる。

注２：(1) 新株予約権者は、平成19年８月11日から平成49年８月10日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成48年８月10日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成48年８月11日から平成49年８月10日まで

② 前記注１の(2)②に同じ

(3) 前記注１の(3)に同じ

(4) 前記注１の(4)に同じ

(5) 前記注１の(5)に同じ

注３：(1) 新株予約権者は、平成20年８月19日から平成50年８月18日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成49年８月18日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成49年８月19日から平成50年８月18日まで

② 前記注１の(2)②に同じ

(3) 前記注１の(3)に同じ

(4) 前記注１の(4)に同じ

(5) 前記注１の(5)に同じ

－ 11 －
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注４：(1) 新株予約権者は、平成21年８月18日から平成51年８月17日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成50年８月17日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成50年８月18日から平成51年８月17日まで

② 前記注１の(2)②に同じ

(3) 前記注１の(3)に同じ

(4) 前記注１の(4)に同じ

(5) 前記注１の(5)に同じ

注５：(1) 新株予約権者は、平成22年７月29日から平成52年７月28日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成51年７月28日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成51年７月29日から平成52年７月28日まで

② 前記注１の(2)②に同じ

(3) 前記注１の(3)に同じ

(4) 前記注１の(4)に同じ

(5) 前記注１の(5)に同じ

注６：(1) 新株予約権者は、平成23年８月９日から平成53年８月８日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成52年８月８日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成52年８月９日から平成53年８月８日まで

② 前記注１の(2)②に同じ

(3) 前記注１の(3)に同じ

(4) 前記注１の(4)に同じ

(5) 前記注１の(5)に同じ

－ 12 －
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注７：(1) 新株予約権者は、平成24年８月９日から平成54年８月８日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成53年８月８日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成53年８月９日から平成54年８月８日まで

② 前記注１の(2)②に同じ

(3) 前記注１の(3)に同じ

(4) 前記注１の(4)に同じ

(5) 前記注１の(5)に同じ

注８：(1) 新株予約権者は、平成25年８月10日から平成55年８月９日までの期間内において、当社の取締役及び監査役のいずれ

の地位も喪失した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という。）から10日を経過する日までの間に限り、新株予約

権を行使することができる。

(2) 上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、新株予約権者に会社法

第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定

める期間内に限り新株予約権を行使できるものとする。

① 新株予約権者が平成54年８月９日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合

平成54年８月10日から平成55年８月９日まで

② 前記注１の(2)②に同じ

(3) 前記注１の(3)に同じ

(4) 前記注１の(4)に同じ

(5) 前記注１の(5)に同じ

注９：平成26年３月31日現在における当社監査役保有分には、新株予約権発行時に当社取締役の地位にあった時に付与された以

下のものが含まれております。

　　　発行決議日平成18年11月15日　７個、発行決議日平成19年７月26日　10個、発行決議日平成20年７月25日　23個、

　　　発行決議日平成21年７月24日　31個、発行決議日平成22年７月12日　28個、発行決議日平成23年７月20日　37個、

　　　発行決議日平成24年７月24日　37個

－ 13 －
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(3) 会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 高 　 橋 　 　 　 新 最高執行責任者

取 締 役 石 　 丸 　 　 　 博
専務執行役員
管理本部長

取 締 役 野 　 中 　 賢 　 一
専務執行役員
製造本部長

取 締 役 蒲 　 生 　 新 　 市
常務執行役員
広州阿雷斯提汽車配件有限公司董事長兼総
経理

取 締 役 原　　        　　　　隆 日本軽金属ホールディングス㈱執行役員

常 勤 監 査 役 見 　 目 　 康 　 夫

常 勤 監 査 役 古 　 屋 　 　 　 茂

監 査 役 早 乙 女 　 唯 　 夫

監 査 役 志 　 藤 　 昭 　 彦

㈱ヨロズ代表取締役会長
㈱ヨロズ栃木代表取締役会長
㈱ヨロズ大分代表取締役会長
㈱ヨロズ愛知代表取締役会長
㈱庄内ヨロズ代表取締役会長
㈱ヨロズエンジニアリング代表取締役会長
㈱ヨロズサービス代表取締役会長
Yorozu JBM Automotive Tamil Nadu
Private Limited代表取締役会長

（注）１．取締役原隆氏は、社外取締役であります。

２．監査役早乙女唯夫氏及び志藤昭彦氏は、社外監査役であります。

３．平成25年６月20日開催の第92回定時株主総会終結の時をもって、常勤監査役熊木勉氏は辞任により退任

いたしました。

４．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員は13名で構成され、うち４名が取締役兼任であります。

５．常勤監査役古屋茂氏及び監査役早乙女唯夫氏は、以下のとおり財務及び会計に関する相当程度の知見を

有しております。

・常勤監査役古屋茂氏は、当社の決算手続及び財務諸表を作成する経理部を管轄する管理本部長として平

成19年３月から平成25年３月までの６年間在籍しておりました。

・監査役早乙女唯夫氏は、税理士の資格を有しております。

６．当社は、取締役原隆氏、監査役早乙女唯夫氏、監査役志藤昭彦氏を東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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② 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

６名
(１)

154百万円
(５)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

５名
(２)

47百万円
(10)

合 計 11名 201百万円

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．取締役の報酬限度額は、平成18年６月23日開催の第85回定時株主総会において年額200百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

３．監査役の報酬限度額は、平成18年６月23日開催の第85回定時株主総会において年額60百万円以内と決議

いただいております。

４．上記の報酬等の額には、以下のものも含まれております。

・当事業年度における役員賞与引当金の繰入額　25百万円

取 締 役 ５ 名 23百万円 （うち社外取締役１名　　０百万円）

監 査 役 ４ 名 １百万円 （うち社外監査役２名　　０百万円）

・ストックオプションによる報酬額　13百万円

取 締 役 ４ 名 11百万円

監 査 役 ２ 名 ２百万円

③ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役原隆氏は、日本軽金属ホールディングス㈱の執行役員を兼務しております。なお、

当社は日本軽金属ホールディングス㈱との取引はありませんが、子会社の日本軽金属㈱と

の間には製品分析等の取引を行っておりますが、金額は僅少であります。

・監査役志藤昭彦氏は、㈱ヨロズ、㈱ヨロズ栃木、㈱ヨロズ大分、㈱ヨロズ愛知、㈱庄内ヨ

ロズ、㈱ヨロズエンジニアリング、㈱ヨロズサービス、Yorozu JBM Automotive Tamil 

Nadu Private Limitedの代表取締役会長を兼務しております。なお、当社と上記８社との

間には特別の関係はありません。
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ロ．他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・該当事項はありません。

ハ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

取 締 役 会 （ 1 5 回 開 催 ） 監 査 役 会 （ 1 3 回 開 催 ）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

取 締 役 原 隆 13回 86.7％ － －

監 査 役 早 乙 女 　 唯 　 夫 15 100.0 13回 100.0％

監 査 役 志 藤 昭 彦 14 93.3 12 92.3

・取締役会及び監査役会における発言状況

　取締役原隆氏は、豊富な経験から意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適

正性を確保するための助言・提言を行っております。

　監査役早乙女唯夫氏は、税理士としての経験から必要に応じ専門的な見地から経理など

について発言をしております。

　監査役志藤昭彦氏は、豊富な経験や見識から企業経営の健全性、コーポレートガバナン

ス等について発言をしております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役並びに各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、取締役原隆氏は400万円又は法令が定める額の

いずれか高い額、監査役早乙女唯夫氏と監査役志藤昭彦氏は400万円又は法令が定める額のい

ずれか高い額としております。
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(4) 会計監査人の状況

① 名称　　　　　　　　　　　 有限責任監査法人トーマツ

② 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 63百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 64百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報
酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

③ 非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、新株式発行に係るコンフォートレター作成業務についての対価

を支払っております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任又は不
再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場

合は、監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任いたします。この場合、監査役
会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償
責任の限度額は法令が規定する額であります。

⑥ 子会社の会計監査人の状況
当社の海外子会社は、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国におけるこれら

の資格に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けております。

－ 17 －

会計監査人の状況



2014/06/09 18:02:57 / 13979303_株式会社アーレスティ_招集通知

(5) 業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の

適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、取締役、従業員を含めた行動規範として「コンプライアンス基本方針」、「コンプ

ライアンス規程」及び「アーレスティグループ行動規範」を定め、取締役は自らの率先垂範
と従業員への周知徹底を図る。

② 社長を委員長とするコンプライアンス委員会が、コンプライアンス体制の整備・維持・向上
を統括するとともに、コンプライアンス委員会事務局をヒューマンリソース部に設置し、当
社グループ全体のコンプライアンス体制の構築・運用を推進する。

③ 取締役管理本部長を責任者、経理部、経営企画部及びヒューマンリソース部を推進部署とし
て、当社グループ全体の内部統制システムを構築・運用し、執行部門から独立した内部監査
室による内部統制監査により、内部統制システムの有効性及び適法性を確保する。

④ 法令違反その他のコンプライアンス違反行為に関する社内通報システムを整備し、「コンプ
ライアンス通報要領」に基づきその運用を行う。

⑤ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、毅然とした態度を
もって対応し、不当な要求や取引の要請等は断固として排除する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務執行に係る情報については、AS（Ahresty Standard）に規定する「情報管理

規程」・「機密情報管理規程」・「ITシステム管理規程」等に基づき、その定められた期間
及び保存媒体に応じて適切かつ確実に閲覧可能な状態で保存・管理する。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 資金管理、資産活用、個別取引、事故・災害、その他企業活動全般に係る個々のリスクにつ

いて、認識・識別、分析・評価を行い、既存の個別リスクに対応した「与信管理規程」等の
ほかに総括的な「リスク管理規程」を定め、カテゴリーごとの管理責任者を決定し、同規程
に従いリスク管理体制を構築・運用する。

② 不測の事態を想定した「緊急事態対応要領」を定め、不測の事態が発生した場合には、同要
領に基づき、社長を本部長とする対策本部及び状況に応じた下部組織を設置し、迅速な対応
を行い、損害を極小化する体制を構築・運用する。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 取締役会を月１回開催することを原則とし、その他必要に応じて随時開催して取締役相互に

業務執行を監督するとともに取締役間の意思疎通を図り、職務の執行が効率的に行われるこ
とを確保する体制の基礎とする。

② 取締役会の決定に基づく業務執行のうち部門に横断する重要な業務執行については、執行役
員によって構成し原則として月２回開催される経営会議において審議を行い、その審議を経
て執行している。

③ 取締役会の決定に基づく業務執行については、「業務分掌規程」及び「職位・職務権限規
程」において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めている。
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５．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため
の体制

① 経営管理については、「経営計画管理規程」及び「関係会社管理規程」に従い、当社への決
裁・報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、月１回開催される工場長会議のほ
か、必要に応じてモニタリングを行う。

② グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ企業全てに適用する行動指針と
して、「コンプライアンス基本方針」、「アーレスティグループ行動規範」をグループ全体
に適用し、これを基礎として、グループ各社が諸規程を制定・改定する。
子会社が、当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その他、コンプライアンス
上問題があると認めた場合には、内部監査室またはコンプライアンス委員会に報告する。

③ 内部監査室は、「内部監査規程」に基づきグループ会社の業務監査、内部統制システムの有
効性についても評価を行う。

６．監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する
事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合、監査役補助者を置く。なお、監査役

補助者の任命、解任、人事異動、評価等は、監査役と協議のうえ取締役会が決定することと
し、監査役補助者の取締役からの独立性を確保する。

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及
び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 取締役及び使用人は、監査役が出席する経営会議、工場長会議等の業務執行または業績に関
する会議において、「経営会議規程」、「工場長会議規程」等に基づき業務または業績に影
響を与える重要な事項を報告する。前記に関わらず、監査役はいつでも必要に応じて、取締
役及び使用人に対して報告を求めることができる。

② 内部監査室は、「内部監査規程」に基づき監査役と調整して内部監査計画を立て、内部監査
の結果は監査役に都度報告する。

③ 「コンプライアンス通報要領」に基づき、社内通報システムの適切な運用を維持することに
より、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役への適切な報告体制を確
保する。

④ 監査役は、取締役及び使用人の職務の執行状況を監査役会の定める監査方針及び分担に従っ
て監査するとともに、会計監査人及び内部監査室と情報交換を密にし、連携して監査が実効
的に行われることを確保する。

８．財務報告の信頼性を確保するための体制
当社及びグループ会社は財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制が有

効に行われる体制を構築・運用する。
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(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、継続的な企業価値の増大が最も重要な株主還元と位置づけております。利益配分につ

きましては、中長期的な事業発展のための財務体質と経営基盤の強化を図ることを考慮しつつ、
適正な利益還元を行うことを基本方針とし、中長期の企業成長に必要な投資額及び配当性向を勘
案したうえで、連結業績の動向も十分考慮した配当を行ってまいります。

また、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、剰余金
の配当の決定機関は取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり14円の配当（うち中間配当は
創業75周年記念配当５円を含む８円）を実施することを決定いたしました。
当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当（基準日９月30日）をすることができる旨及

び会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の配当等を行うことがで
きる旨を定款に定めております。これは、剰余金の配当等を取締役会の権限とすることにより、
株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成25年11月11日
取締役会決議

172 8

平成26年５月９日
取締役会決議

154 6

(7) 会社の支配に関する基本方針
当社としては会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は重要

な事項と認識しており、継続的に検討をしてまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成26年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

48,920

8,791

25,924

3,303

4,062

3,171

1,423

2,243

△1

88,313

78,208

14,710

40,813

6,760

5,252

807

9,862

1,340

8,764

5,964

2,145

655

△0

流 動 負 債 46,841

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 15,140

電 子 記 録 債 務 4,574

短 期 借 入 金 6,676

１年内返済予定の長期借入金 9,848

未 払 法 人 税 等 1,526

賞 与 引 当 金 1,254

役 員 賞 与 引 当 金 28

製 品 保 証 引 当 金 180

そ の 他 7,612

固 定 負 債 35,800

長 期 借 入 金 26,490

繰 延 税 金 負 債 3,197

退 職 給 付 に 係 る 負 債 4,913

そ の 他 1,199

負 債 合 計 82,641

純 資 産 の 部

株 主 資 本 48,851

資 本 金 6,939

資 本 剰 余 金 10,180

利 益 剰 余 金 32,035

自 己 株 式 △304

その他の包括利益累計額 5,661

その他有価証券評価差額金 2,540

為 替 換 算 調 整 勘 定 3,660

退職給付に係る調整累計額 △539

新 株 予 約 権 79

純 資 産 合 計 54,592

資 産 合 計 137,233 負 債 純 資 産 合 計 137,233

－ 21 －
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連 結 損 益 計 算 書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 126,783

売 上 原 価 112,562

売 上 総 利 益 14,220

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,771

営 業 利 益 4,449

営 業 外 収 益

受 取 利 息 10

受 取 配 当 金 120

為 替 差 益 474

ス ク ラ ッ プ 売 却 益 102

そ の 他 82 790

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,054

そ の 他 173 1,227

経 常 利 益 4,012

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,288

投 資 有 価 証 券 売 却 益 838

補 助 金 収 入 35 3,161

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 156

投 資 有 価 証 券 売 却 損 9 166

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,007

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,650

法 人 税 等 調 整 額 △915 735

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 6,272

当 期 純 利 益 6,272

－ 22 －
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連結株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,117 8,359 25,944 △320 39,100

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,821 1,821 3,643

剰 余 金 の 配 当 △172 △172

当 期 純 利 益 6,272 6,272

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 △8 17 8

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 1,821 1,821 6,090 16 9,750

当 期 末 残 高 6,939 10,180 32,035 △304 48,851

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新株予約権 純 資 産 合 計その他有価
証券評価差
額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に
係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 2,365 △2,203 － 161 73 39,335

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,643

剰 余 金 の 配 当 △172

当 期 純 利 益 6,272

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 8

株主資本以外の項目の当連
結会計年度変動額(純額)

175 5,864 △539 5,500 5 5,505

当 期 変 動 額 合 計 175 5,864 △539 5,500 5 15,256

当 期 末 残 高 2,540 3,660 △539 5,661 79 54,592

－ 23 －
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　 15社

・連結子会社の名称　　　　　　 　連結子会社は㈱アーレスティ栃木、㈱アーレスティ熊本、アーレスティ

ウイルミントンCORP.、㈱アーレスティ山形、㈱アーレスティダイモールド

浜松、㈱アーレスティダイモールド栃木、㈱アーレスティダイモールド熊

本、タイアーレスティダイCO.,LTD．、㈱アーレスティテクノサービス、広

州阿雷斯提汽車配件有限公司、㈱アーレスティプリテック、アーレスティ

メヒカーナS.A. de C.V.、アーレスティインディアプライベートリミテッ

ド、合肥阿雷斯提汽車配件有限公司、阿雷斯提精密模具（広州）有限公司

であります。

② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　　 タイアーレスティエンジニアリングCO.,LTD．

・連結の範囲から除いた理由　　 　総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないので

連結の範囲から除いております。

(2) 持分法の適用に関する事項

① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用した非連結子会社はありません。

また、関連会社は存在しないため該当ありません。

② 持分法を適用していない非連結子会社または関連会社の状況

非連結子会社であるタイアーレスティエンジニアリングCO.,LTD．に対する投資については、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため持分法を適用しておりません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち㈱アーレスティテクノサービス、㈱アーレスティダイモールド浜松、㈱アーレスティダイ

モールド栃木、㈱アーレスティダイモールド熊本、タイアーレスティダイCO.,LTD．、広州阿雷斯提汽車配件有

限公司、㈱アーレスティプリテック、アーレスティメヒカーナS.A. de C.V.、合肥阿雷斯提汽車配件有限公司、

阿雷斯提精密模具（広州）有限公司の決算日は12月31日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の財務諸表を使用しております。ただし、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

－ 24 －
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(4) 会計処理基準に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ　　　　　　　　時価法

ハ．たな卸資産の評価基準及び

評価方法

当社及び一部の連結子会社は主として総平均法に基づく原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により評

価しており、一部の連結子会社は先入先出法に基づく低価法により評価し

ております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を

除く）

工具器具備品に含まれる金型以外の有形固定資産…定額法

工具器具備品に含まれる金型…主として生産高比例法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～20年
工具器具備品（生産高比例法を採
用している金型を除く）

２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を

除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

－ 25 －
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③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　当社及び連結子会社は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額に基づき当連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

ニ．製品保証引当金　　　　　　　将来の無償補修費用の支出に備えるため、個別案件に対する見積額及び

売上高に対する過去の実績率を基準とした見積額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗

部分について成果の確実性が

認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事　　　　　　　　工事完成基準

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

なお、海外連結子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用

は、期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上してお

ります。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。

　なお、為替予約については振当処理の要件を充たしている場合は振当処

理を、金利スワップについては特例処理の要件を充たしている場合には特

例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ａ．ヘッジ手段…金利スワップ取引

　　ヘッジ対象…変動金利支払の長期借入金

ｂ．ヘッジ手段…為替予約

　ヘッジ対象…外貨建債権債務等

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　変動金利支払の長期借入金については、変動金利リスクを回避する目的

で、デリバティブ取引を利用しております。また、為替予約取引は、輸出

入等に係る為替変動のリスクに備えるものであります。なお、ヘッジ取引

については、当社経理部にて内部牽制を保ちつつ、ヘッジ取引の実行管理

を行っております。

－ 26 －
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ニ．ヘッジの有効性評価の方法　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金

利スワップ取引については有効性の評価を省略しております。

⑦ その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債の計上基

準

　退職給付に係る負債は、当社及び一部の連結子会社において、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職

給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。また、一部の海

外連結子会社は、確定拠出型の退職給付制度を採用しております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を

調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る

調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。

なお、消去差額が軽微である場合には、発生日を含む連結会計年度において一括償却しております。

２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退職

給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付

適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係

る負債として計上する方法に変更し、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に

計上しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当連

結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減し

ております。

この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が4,913百万円計上されるとともに、その他の包括

利益累計額が539百万円減少しております。

なお、１株当たり純資産額は20円91銭減少しております。

－ 27 －
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（減価償却方法及び耐用年数の変更）

　当社グループでは、当社及び国内子会社の有形固定資産は主として定率法、海外子会社では主として定額法を

採用しておりましたが、当連結会計年度より、当社及び国内子会社における、工具器具備品に含まれる金型以外

の有形固定資産は定額法、当社及び国内子会社並びに海外子会社における工具器具備品に含まれる金型について

は主として生産高比例法へそれぞれ変更いたしました。

　平成25年度を起点とする当社グループの中期経営計画において「収益管理の強化」を重点施策として掲げ、そ

の中でグローバルでの投資の選択と集中の必要性を協議し、海外拠点への投資を継続する一方で、国内では新規

投資を抑制し、生産体制改善や既存設備の維持更新などを目的とした投資が多く占めるようになっていることか

ら、これらの状況の変化を契機として、当社グループの主要な有形固定資産の使用実態の調査を実施いたしまし

た。

　その結果、国内においては、有形固定資産が稼動開始直後から集中的に使用される傾向から、耐用年数期間に

わたり安定的に使用される見通しが明確になっております。そのため、当連結会計年度以降は、その経済的便益

が安定的に費消されることになると考えられることから、耐用年数にわたり一定額の費用が計上される定額法へ

変更することにいたしました。

　また、併せて工具器具備品に含まれる金型については、国内外における生産体制や生産ロット等の違いによる

費消の実態をより適切に反映するため、金型の費消度合いの指標である命数管理を基礎とし、主として生産高比

例法へ変更することにいたしました。

　加えて、一部の有形固定資産の耐用年数については、当社グループのグローバル展開の進展を踏まえ、同種同

一条件下で使用される主要な有形固定資産の使用実態の調査に基づき、その結果に応じたものに変更しておりま

す。

　これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の営業利益は2,171百万円、経常利益及び税金等

調整前当期純利益はそれぞれ2,166百万円増加しております。

３．連結貸借対照表に関する注記

　(1)有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額

　(2)受取手形裏書譲渡高

108,855百万円

304百万円

－ 28 －
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 21,778千株 4,249千株 －千株 26,027千株

（注）普通株式の発行済株式数の増加4,249千株は、公募増資による新株の発行による増加3,750千株、第三者割当

増資による新株の発行による増加499千株であります。

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 213千株 0千株 11千株 203千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の減少11千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年11月11日
取締役会決議

普通株式 172 利益剰余金 8 平成25年９月30日 平成25年12月５日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年５月９日
取締役会決議

普通株式 154 利益剰余金 6 平成26年３月31日 平成26年６月４日

(4) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項

平成18年11月15日
取締役会決議分

平成19年７月26日
取締役会決議分

平成20年７月25日
取締役会決議分

平成21年７月24日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 4,200株 6,100株 15,200株 14,900株

新株予約権の残高 42個 61個 152個 149個

平成22年７月12日
取締役会決議分

平成23年７月20日
取締役会決議分

平成24年７月24日
取締役会決議分

平成25年７月22日
取締役会決議分

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

目的となる株式の数 15,600株 22,000株 22,000株 24,000株

新株予約権の残高 156個 220個 220個 240個

－ 29 －
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５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余

資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリ

バティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外で事業を行うに

あたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日です。一部外貨建てのものにつ

いては、為替変動リスクに晒されております。

借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、金利の変動リスク

に晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、主に外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先

物為替予約取引、借入金にかかる支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であり

ます。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等について

は、前述の連結計算書類作成のための基本となる重要な事項「(4)会計処理基準に関する事項⑥重要なヘッジ

会計の方法」をご参照ください。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスクの管理

当社グループは、営業債権について、営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引

先相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付けを有する金融機関に限定しているため信用リスク

はほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスクの管理

当社グループは借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用してお

ります。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握し、市況や取引先企

業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程に従い、担当

部署が決裁担当者の承認を得て行っております。月次の取引実績は、管掌役員に報告しております。

－ 30 －
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ハ．資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

なお、国内連結子会社は、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）により、親会社を通した借入金

の調達をしておりますので、流動性リスクの管理は行っておりません。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件などを採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 8,791 8,791 －

(2)受取手形及び売掛金 25,924 25,924 －

(3)投資有価証券 5,833 5,833 －

資産計 40,550 40,550 －

(1)支払手形及び買掛金 15,140 15,140 －

(2)短期借入金 6,676 6,676 －

(3)長期借入金 36,338 36,402 63

負債計 58,155 58,218 63

デリバティブ取引（*） 10 10 －

（*） デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、( )で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

(3)投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負債

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

－ 31 －
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(3)長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の

対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行

った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの

区分 取引の種類

当連結会計年度（平成26年３月31日）

契約額等
　（百万円）

契約額などの
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外
の 取 引

金利スワップ

取引変動受取・
固 定 支 払

1,019 956 10 10

② ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、

次のとおりであります。

ヘッジ会計の

方法
取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度（平成26年３月31日）

契約額など
（百万円）

契約額などの
うち１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの

特 例 処 理

金利スワップ

取引変動受取・
固 定 支 払

長期借入金 5,797 5,797 （*）

 (*) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記負債の（3）

参照）。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）

非上場株式  94

非連結子会社株式  36

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、　

「(3)投資有価証券」には含めておりません。

－ 32 －
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３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 8,791 － － －

受取手形及び売掛金 25,924 － － －

合計 34,716 － － －

４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

長期借入金 9,848 25,858 632 －

６．賃貸等不動産に関する注記

　重要性がないため記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 2,110円89銭

(2) １株当たり当期純利益 287円10銭

８．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 33 －
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貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在）

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

26,321

5,633

2,142

13,142

800

1,215

896

66

442

1,829

152

△1

56,143

10,236

3,163

66

1,578

19

1,008

3,530

3

865

138

84

53

45,768

5,476

40,127

165

△0

流 動 負 債 27,409
支 払 手 形 2,711
電 子 記 録 債 務 2,811
買 掛 金 5,393
１年内返済予定の長期借入金 4,809
未 払 金 829
未 払 費 用 291
未 払 法 人 税 等 1,029
前 受 金 9
預 り 金 8,444
賞 与 引 当 金 690
役 員 賞 与 引 当 金 25
製 品 保 証 引 当 金 94
そ の 他 268

固 定 負 債 15,202
長 期 借 入 金 10,591
繰 延 税 金 負 債 1,550
退 職 給 付 引 当 金 2,890
そ の 他 169

負 債 合 計 42,611
純 資 産 の 部

株 主 資 本 37,306
資 本 金 6,939
資 本 剰 余 金 9,999
資 本 準 備 金 9,999

利 益 剰 余 金 20,672
利 益 準 備 金 393
そ の 他 利 益 剰 余 金 20,278

配 当 準 備 積 立 金 120
買 換 資 産 圧 縮 積 立 金 2,248
別 途 積 立 金 13,240
繰 越 利 益 剰 余 金 4,670

自 己 株 式 △304
評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,467

その他有価証券評価差額金 2,467
新 株 予 約 権 79
純 資 産 合 計 39,853

資 産 合 計 82,464 負 債 純 資 産 合 計 82,464

－ 34 －
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損　益　計　算　書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 71,439

売 上 原 価 64,568

売 上 総 利 益 6,870

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,908

営 業 利 益 1,962

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2

受 取 配 当 金 196

受 取 賃 貸 料 76

為 替 差 益 345

そ の 他 118 738

営 業 外 費 用

支 払 利 息 199

そ の 他 13 213

経 常 利 益 2,487

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,290

投 資 有 価 証 券 売 却 益 838 3,128

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 22

投 資 有 価 証 券 売 却 損 9 32

税 引 前 当 期 純 利 益 5,583

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,151

法 人 税 等 調 整 額 △152 999

当 期 純 利 益 4,583
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株主資本等変動計算書

（平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計資本準備金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金
合 計配 当 準 備

積 立 金
買 換 資 産
圧縮積立金

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,117 8,177 8,177 393 120 1,678 0 13,240 837 16,269 △320 29,244

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 1,821 1,821 1,821 3,643

買換資産圧縮
積立金の積立

972 △972 - -

買換資産圧縮
積立金の取崩

△402 402 - -

固定資産圧縮
積立金の取崩

△0 0 - -

剰余金の配当 △172 △172 △172

当 期 純 利 益 4,583 4,583 4,583

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 △8 △8 17 8

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 1,821 1,821 1,821 - - 569 △0 - 3,832 4,402 16 8,062

当 期 末 残 高 6,939 9,999 9,999 393 120 2,248 - 13,240 4,670 20,672 △304 37,306

－ 36 －
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（単位：百万円）

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 2,369 2,369 73 31,687

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 3,643

買換資産圧縮
積立金の積立

-

買換資産圧縮
積立金の取崩

-

固定資産圧縮
積立金の取崩

-

剰余金の配当 △172

当 期 純 利 益 4,583

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 8

株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

97 97 5 103

当期変動額合計 97 97 5 8,165

当 期 末 残 高 2,467 2,467 79 39,853

－ 37 －
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式　　　　　　　　 　移動平均法による原価法

② その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　 　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　　 　移動平均法による原価法

③ たな卸資産　　　　　　　　　 　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除

く）

工具器具備品に含まれる金型以外の有形固定資産…定額法

工具器具備品に含まれる金型…主として生産高比例法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～47年
機械及び装置 ２～20年
工具器具備品（生産高比例法を
採用している金型を除く）

２～20年

② 無形固定資産（リース資産を除

く）

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産　　　　　　　　　 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　　　 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金　　　　　　　　　 　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

当事業年度の負担額を計上しております。

③ 役員賞与引当金　　　　　　　 　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支

給見込額に基づき計上しております。
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④ 退職給付引当金　　　　　　　 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一

定年数（15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により費用処理しております。

⑤ 製品保証引当金　　　　　　　 　将来の無償補修費用の支出に備えるため、個別案件に対する見積額及び

売上高に対する過去の実績率を基準とした見積額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

イ．当事業年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認め

られる工事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事　　　　　　　 　工事完成基準

(5) 重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法　　　　　　 　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約については振当処理

の要件を充たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処

理の要件を充たしている場合には特例処理によっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象　　　 ａ.ヘッジ手段…金利スワップ取引

ヘッジ対象…変動金利支払の長期借入金

ｂ.ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権債務等

③ ヘッジ方針　　　　　　　　　 　変動金利支払の長期借入金については、変動金利リスクを回避する目的

で、デリバティブ取引を利用しております。また、為替予約取引は、輸出

入等に係る為替変動のリスクに備えるものであります。なお、ヘッジ取引

については、当社経理部にて内部牽制を保ちつつヘッジ取引の実行管理を

行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法　　　 　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によっている金

利スワップ取引については有効性の評価を省略しております。

(6) その他計算書類作成のための基本となる事項

① 退職給付に係る会計処理　　　 　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未　

処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の　

方法と異なっております。

② 消費税等の会計処理　　　　　 　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（減価償却方法及び耐用年数の変更）
当社の有形固定資産は主として定率法を採用しておりましたが、当事業年度より、当社における工具器具備品

に含まれる金型以外の有形固定資産は定額法、工具器具備品に含まれる金型については主として生産高比例法へ
それぞれ変更いたしました。
平成25年度を起点とする当社グループの中期経営計画において「収益管理の強化」を重点施策として掲げ、そ

の中でグローバルでの投資の選択と集中の必要性を協議し、海外拠点への投資を継続する一方で、国内では新規
投資を抑制し、生産体制改善や既存設備の維持更新などを目的とした投資が多く占めるようになっていることか
ら、これらの状況の変化を契機として、当社グループの主要な有形固定資産の使用実態の調査を実施いたしまし
た。
その結果、国内においては、有形固定資産が稼動開始直後から集中的に使用される傾向から、耐用年数期間に

わたり安定的に使用される見通しが明確になっております。そのため、当事業年度以降は、その経済的便益が安
定的に費消されることになると考えられることから、耐用年数にわたり一定額の費用が計上される定額法へ変更
することにいたしました。
また、併せて工具器具備品に含まれる金型については、国内外における生産体制や生産ロット等の違いによる

費消の実態をより適切に反映するため、金型の費消度合いの指標である命数管理を基礎とし、主として生産高比
例法へ変更することにいたしました。
加えて、一部の有形固定資産の耐用年数については、当社グループのグローバル展開の進展を踏まえ、同種同

一条件下で使用される主要な有形固定資産の使用実態の調査に基づき、その結果に応じたものに変更しておりま
す。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当事業年度の営業利益は747百万円、経常利益及び税引前当期純
利益はそれぞれ740百万円増加しております。

３．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額及び減損損失累計額 28,453百万円

(2) 保証債務

① 関係会社の金融機関からの銀行借入等に対し保証を行っております。

アーレスティウイルミントンCORP． 391百万円

アーレスティメヒカーナS.A. de C.V. 14,813百万円

広州阿雷斯提汽車配件有限公司 5,994百万円

アーレスティインディアプライベートリミテッド 561百万円

合肥阿雷斯提汽車配件有限公司 2,956百万円

計 24,716百万円

② 関係会社の電子記録債権に係る債務に対し保証を行っております。

株式会社アーレスティ栃木 1,375百万円

株式会社アーレスティ山形 365百万円

株式会社アーレスティ熊本 62百万円

株式会社アーレスティテクノサービス 317百万円
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(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短期金銭債権 2,475百万円

② 短期金銭債務 11,591百万円

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

① 売上高 4,087百万円

② 売上原価 33,374百万円

③ 販売費及び一般管理費 35百万円

④ 営業取引以外の取引高 358百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 213千株 0千株 11千株 203千株

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

　　　２．普通株式の自己株式の減少11千株は、ストック・オプションの行使による減少であります。
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６．税効果会計に関する注記

（百万円）
繰延税金資産
未払費用 37
未払事業税 96
賞与引当金 245
退職給付引当金 1,030
減損損失 39
製品保証引当金 33
その他 173

繰延税金資産小計 1,656
評価性引当額 △107

繰延税金資産合計 1,548

繰延税金負債
買換資産圧縮積立金 △1,304
その他有価証券評価差額金 △1,352

繰延税金負債合計 △2,657

繰延税金負債の純額 △1,108

（注）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成
26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴
い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成26年４月１日に開始する事
業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％になります。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は28百万円減少
し、法人税等調整額が同額増加しております。

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しております。
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８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類
会 社 等
の 名 称

資 本 金 又
は 出 資 金
(百万円)

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社

株式会社

アーレスティ

栃木

300
アルミダイカスト

製品の製造
100

アルミ原材料を

当社より仕入、

ダイカスト製品
を当社へ売上

役員の兼任

ダイカスト製品の
購入

20,129 買 掛 金 1,744

資金の借入 232 預 り 金 1,121

電子記録債権に係

る債務に対する

保証

1,375 －  －

株式会社

アーレスティ

熊本

150
アルミダイカスト

製品の製造
100

ダイカスト製品
を当社へ売上

役員の兼任

資金の借入 999 預 り 金 1,005

株式会社

アーレスティ

山形

151
アルミダイカスト

製品の製造
100

アルミ原材料を
当社より仕入、ダ
イカスト製品を
当社へ売上

役員の兼任

資金の借入 1,195 預 り 金 1,548

株式会社

アーレスティ

テクノサービス

　15 機械器具の製造 100

ダイカスト周辺部

品を当社へ売上

役員の兼任

資金の借入 1,336 預 り 金 1,340

株式会社

アーレスティ

ダイモールド

浜松

266 精密金型の製造 100

ダイカスト金型
を当社へ売上

役員の兼任

ダイカスト用精密
金型等の購入

858 未 払 金 31

広州阿雷斯提汽

車配件有限公司

千中国元

543,326

アルミダイカスト

製品の製造
100

ダイカスト製品
を当社へ売上

役員の兼任

銀行借入に対する
債務保証

5,994 －  －

株式会社

アーレスティ

プ リ テ ッ ク

100 軽金属製品の加工 100

ダイカスト製品加
工代を当社へ売上

役員の兼任

資金の借入 3,009 預 り 金 2,583
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種 類
会 社 等
の 名 称

資 本 金 又
は 出 資 金
(百万円)

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社

アーレスティ

メ ヒ カ ー ナ

S.A. de C.V.

百万ペソ

1,099
アルミダイカスト

製品の製造
100 役員の兼任

製造用機械装置・工
具器具備品の購入
資金

653 未収入金 1,098

銀行借入に対する
債務保証

14,813 －  －

アーレスティ

イ ン デ ィ ア

プライベート

リ ミ テ ッ ド

千ルピー

4,000,000

アルミダイカスト

製品の製造
100 役員の兼任 増資の引受 1,056

関係会社
株 式

7,581

合肥阿雷斯提汽

車配件有限公司

千中国元

372,264

アルミダイカスト

製品の製造
   100 役員の兼任

銀行借入に対する
債務保証

2,956 －  －

（注）　取引条件及び取引条件の決定方針等

１．上記取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高のうち買掛金及び未払金には消費税等が含ま
れております。

２．株式会社アーレスティ栃木からのダイカスト製品の購入、株式会社アーレスティダイモールド浜松か
らのダイカスト用精密金型等の購入及びアーレスティメヒカーナS.A. de C.V.への製造用機械装置・
工具器具備品の購入資金については、市場の実勢価格を勘案して価格交渉の上決定しております。

３．資金の借入については、連結グループ内における効率的な資金運用を目的としたCMS（キャッシュ・マ
ネジメント・システム）によるものであり、利息については市場金利を勘案し合理的に決定しており
ます。また、取引金額については期中平均残高によっております。

４．広州阿雷斯提汽車配件有限公司、アーレスティメヒカーナS.A. de C.V.及び合肥阿雷斯堤汽車配件有
限公司に対する債務保証は、株式会社みずほ銀行等からの融資に対して保証したものであります。ま
た、株式会社アーレスティ栃木の電子記録債権に係る債務に対して保証をしております。

５．増資の引受は、各子会社が行った増資を全額引き受けたものであります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,540円 18銭
(2) １株当たり当期純利益 209円 81銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 44 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平成26年５月９日

株式会社　アーレスティ
　　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 浦 智 志 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 下 条 修 司 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 塚 　 亨 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社アーレスティの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計
年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにあ

る。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査

法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断に
より、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アーレスティ

及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

強調事項
会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は当連結会計年度より有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数の

変更を行っている。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 45 －

連結計算書類に係る会計監査報告



2014/06/09 18:02:57 / 13979303_株式会社アーレスティ_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成26年５月９日

株式会社　アーレスティ
　　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 浦 智 志 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 下 条 修 司 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 塚 　 亨 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アーレスティの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第
93期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計
算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監
査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。
監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経
営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の
表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計

算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項
会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より有形固定資産の減価償却方法の変更及び耐用年数の変更を行っている。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第93期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した

意見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、監査の計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査の計画等に従

い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載

されている、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他

株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び

第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい

る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子

会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書に

ついて検討いたしました。

さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び

検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための

体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17

年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし

た。

－ 47 －
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実

は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘

すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年５月26日

株 式 会 社 ア ー レ ス テ ィ 　 監 査 役 会

常 勤 監 査 役 見 目 康 夫 

常 勤 監 査 役 古 屋 　 茂 

社 外 監 査 役 早 乙 女 　 唯 　 夫 

社 外 監 査 役 志 藤 昭 彦 

以　上
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株主総会参考書類
第１号議案　取締役５名選任の件

取締役５名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の

選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

１

たか

高
はし

橋
 

　
 

　
あらた

新
(昭和30年11月２日生)

昭和54年４月　当社入社

昭和61年10月　アーレスティウイルミントン取締役就任

昭和62年６月　当社取締役就任

平成６年５月　アーレスティウイルミントン取締役会長就任

平成７年６月　当社専務取締役就任

平成９年６月　当社代表取締役副社長就任

平成９年10月　当社代表取締役社長就任（現任）

平成13年６月　京都ダイカスト工業㈱取締役就任

平成13年７月　当社執行役員

平成15年６月　当社上席執行役員

平成17年６月　当社最高執行責任者（現任）

915,021株

２

いし

石
まる

丸
 

　
 

　
ひろし

博
(昭和31年12月28日生)

昭和56年４月　当社入社

平成９年８月　アーレスティウイルミントン代表取締役社長

就任

平成13年３月　当社国際業務室長兼技術部長

平成13年７月　当社執行役員

平成15年５月　当社中国プロジェクト部長

平成15年９月　広州阿雷斯提汽車配件有限公司董事長総経理

就任

平成19年３月　当社執行役員

平成22年４月　当社品質保証本部長

平成22年６月　当社取締役就任（現任）

平成23年４月　当社常務執行役員

平成23年６月　当社専務執行役員（現任）

平成25年４月　当社管理本部長（現任）

3,600株

－ 49 －
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

３

の

野
なか

中
 

　
けん

賢
いち

一
(昭和24年１月28日生)

昭和42年４月　当社入社

平成３年６月　㈱アーレスティ熊本取締役管理部長

平成６年７月　当社品質管理部長兼TQM推進室長

平成11年１月　当社業務管理部長

平成11年５月　当社業務管理部長兼経営企画室長

平成13年３月　アーレスティウイルミントン代表取締役社長

就任

平成13年７月　当社執行役員

平成17年１月　当社上席執行役員

当社豊橋工場長

平成17年６月　当社執行役員

平成20年10月　アーレスティウイルミントン代表取締役社長

就任

平成23年１月　当社製造本部長（現任）

平成23年４月　当社常務執行役員

平成23年６月　当社取締役就任（現任）

当社専務執行役員（現任）

8,356株

４

が

蒲
もう

生
 

　
しん

新
いち

市
(昭和30年８月18日生)

昭和57年10月　菅原精密工業㈱入社（現㈱アーレスティ山

形）

平成14年５月　同社取締役工場長就任

平成20年４月　㈱アーレスティ山形代表取締役就任

平成23年10月　当社執行役員

　　　　　　　広州阿雷斯提汽車配件有限公司董事長兼総経

理（現任）

平成25年４月　当社常務執行役員（現任）

平成25年６月　当社取締役就任（現任）

1,100株
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

５
はら

原
たかし

隆
(昭和31年８月19日生)

昭和56年４月　日本軽金属㈱入社

平成13年12月　同社素形材事業部営業部長

平成18年６月　同社素形材事業部長

兼松尾工業㈱（現日軽松尾㈱）代表取締役社長

平成19年６月　日本軽金属㈱執行役員素形材事業部長

平成21年６月　同社執行役員メタル合金事業部長、素形材事

業部長

平成23年７月　同社執行役員メタル・素形材事業部長

平成24年６月　当社取締役就任（現任）

日本軽金属㈱常務執行役員メタル・素形材事業部

長（現任）

平成24年10月　日本軽金属ホールディングス㈱執行役員（現任）

－株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．原隆氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は、原隆氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出てお
ります。

３．原隆氏を社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。
同氏は、日本軽金属ホールディングス㈱の執行役員の職にあります。その経験を活かして幅広い見地か
ら、当社の経営全般に的確な助言をいただけるものと判断し社外取締役として選任をお願いするもので
あります。

４．原隆氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の
時をもって２年となります。

５．社外取締役との責任限定契約の内容の概要は以下のとおりであります。
当社と社外取締役原隆氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しており、同氏が再任された場合には責任限定契約を継続する予定であります。

　　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、400万円または法令が定める額のいずれか高い額としており
ます。
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第２号議案　監査役１名選任の件

監査役古屋茂氏は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、監査役１

名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 数

ふる

古
や

屋
 

　
 

　
しげる

茂
(昭和25年１月10日生)

昭和50年４月　当社入社

平成14年１月　当社アルミ営業部長

平成14年２月　当社執行役員

当社熊谷工場長

平成18年６月　当社取締役就任

平成19年３月　当社管理本部長兼品質保証本部長

平成20年５月　当社管理本部長

平成21年６月　当社常務執行役員

平成23年６月　当社専務執行役員

平成25年６月　当社常勤監査役就任（現任）

1,500株

（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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第３号議案　取締役及び監査役に対する株式報酬型ストックオプションの内容改定の件

１．提案の理由

　　　平成18年６月23日開催の当社第85回定時株主総会におきまして、当社の取締役報酬額及び監

査役報酬額は、年額の取締役報酬及び監査役報酬とは別枠として、ストックオプションとして

取締役（社外取締役を除く）に割り当てる新株予約権に関する報酬額として年額35百万円以内、

監査役（社外監査役を除く）に割り当てる新株予約権に関する報酬額として年額６百万円以内

とする旨、また、新株予約権の総数の上限を取締役（社外取締役を除く）については200個、監

査役（社外監査役を除く）については40個、新株予約権の目的である株式の種類及び数の上限

を取締役（社外取締役を除く）については当社普通株式20,000株、監査役（社外監査役を除く）

については当社普通株式4,000株とする旨のご承認をいただきました。

　　　その後の経済情勢の変化等により、新株予約権の総数の上限を、新株予約権を割り当てる日

における新株予約権１個あたりのブラック･ショールズ･モデル等により算出した公正価額に当

該新株予約権の割り当て個数を乗じて得られる金額の合計額が取締役（社外取締役を除く）に

ついては年額35百万円、監査役（社外監査役を除く）については年額６百万円以内となる範囲

内の個数とする旨の改定をご承認いただきたく存じます。

なお，第１号議案及び第２号議案が原案どおり承認可決されますと、取締役の員数は５名（う

ち社外取締役は１名）、監査役の員数は４名（うち社外監査役は２名）となります。

当社は、本制度により、長期的な業績発展への貢献が報酬に反映されるとともに、取締役及

び監査役が株価上昇によるメリットのみならず株価下落によるリスクも株主の皆様と共有でき

ること等から、その具体的な内容は相当なものであると考えております。

２．新株予約権の具体的な内容

　　　ストックオプションとして取締役及び監査役に発行する新株予約権の内容は次のものといた

したく存じます。

①　新株予約権の目的である株式の種類及び数

　　　新株予約権の総数

　　　各事業年度に係る定時株主総会の日から１年以内に割り当てる新株予約権の総数は、新株

予約権を割り当てる日における新株予約権１個あたりのブラック･ショールズ･モデル等によ

り算出した公正価額に当該新株予約権の割り当て個数を乗じて得られる金額の合計額が取締

役（社外取締役を除く）については年額35百万円、監査役（社外監査役を除く）については

年額６百万円以内となる範囲内の個数とします。
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　　　新株予約権の目的である株式の種類及び数

　新株予約権の目的である株式の種類は普通株式とし、新株予約権１個あたりの目的となる

株式の数は100株とします。

　　　　なお、当社が合併、会社分割、株式分割（株式無償割当てを含む。）または株式併合等を

行うことにより、株式数の変更をすることが適切な場合は、当社は必要と認める調整を行う

ものとします。

②　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額１円に各新株予約権の目

的となる株式の数を乗じた金額とします。

③　新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権を割り当てる日の翌日から３０年以内とします。

④　譲渡による新株予約権の取得の制限

　　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものと

します。

⑤　新株予約権の行使の条件

（イ）新株予約権者が当社の取締役及び監査役の地位を有する時は新株予約権を行使すること

ができないものとします。

（ロ）新株予約権者が上記③に定められる新株予約権を行使することができる期間の最終日の

１年前の応当日まで当社の取締役及び監査役の地位を喪失せず新株予約権を行使するこ

とができない場合には、当該応当日の翌日より③に定められる新株予約権を行使するこ

とができる期間の最終日まで新株予約権を行使することができるものとします。

　　（ハ）当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書の議案、ま

たは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合は、当該承認日の翌日から15

日間に限り新株予約権を行使することができるものとします。

（ニ）その他の新株予約権の行使の条件については、本新株予約権の募集事項を決定する取締

役会において定めます。

　以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

株式会社中野サンプラザ　13階コスモルーム

東京都中野区中野四丁目１番１号

ＴＥＬ．（０３）３３８８－１１５１（代）

ロータリー

南口

北口 →至新宿
ＪＲ中央線・総武線

→至高田馬場
東京メトロ東西線

サ
ン
モ
ー
ル
商
店
街

三
井
住
友
銀
行

中
野
通
り

中野駅

サンプラザ

中
野

区
役
所

早稲田通り

←至高円寺

●JR中央線・総武線中野駅北口徒歩１分

●東京メトロ東西線中野駅北口徒歩１分

なお、誠に恐れ入りますが、駐車場は台数に限りがございますので、

最寄りの交通機関をご利用くださいますようお願い申しあげます。

地図




